
予算額
a

前年度予算額
b

増 減 額
a－b

備　　考

１７０ ３７０ △ ２００

７２０ ７２０ ０

(　  ８９０) (  １，０９０) (   △ ２００)

０ ０ ０

(      　０) (        　０) (          ０)

２０,０５０ ２０,０５０ ０

６,３７０ ５,８９０ ４８０

(２６，４２０) (２５，９４０) (      ４８０)

１,４４０ １,６００ △ １６０

１２０ １２０ ０

７４,０００ ７４,０００ ０

６００ ５１０ ９０

１,４００ １,４００ ０

(７７，５６０) (７７，６３０) (　　△　７０)

１０ １０ ０

２０ ３０ △   １０

(        ３０) (    　  ４０) (     △  １０)

１０４,９００ １０４,７００ ２００

４８,１００ ４８,０７０ ３０

２,０７０ ０ ２,０７０

１,８００ １,８００ ０

１５０ １３０ ２０

６０ １００ △ 　４０

３,０００ ３,０４０ △　 ４０

７０ ２０ ５０

３０ ３０ ０

５３０ ５３０ ０

３０ ３０ ０

１２,７００ １２,５８０ １２０

１,６１０ １,７４０ △ １３０

０ ０ ０

８５０ ７５０ １００

３００ ３００ ０

５０ ４０ １０

１００ １００ ０

４７０ ４７０ ０

(７１，９２０) (６９，７３０) (　２，１９０)

          雑費

          会費徴収不能額

          講師旅費

　　　 (事業費支出合計）

          講師謝金

          原稿謝金

          受託調査費

          顧問嘱託費

          印刷製本費

          広告宣伝費

          研修事業費

          交際接待費

          什器備品費

          通信費

          旅費交通費

          福利厚生費

          法定福利費

          報酬・給料手当

        事業費支出

  ２．事業活動支出

　　　　　退職給付

        事業活動収入計

          雑収入

          受取利息収入

        雑収入

 　　 （雑収入合計）

平成２３年度収支予算（案）

（単位：千円）

          基本財産配当金収入

科        目

自：平成23年 4月 1日
至：平成24年 3月31日

          基本財産利息収入

　　　（事業収入合計）

        会費収入

          研修会事業収入

        事業収入

　　　（会費収入合計）

          特別会員会費収入

          受託業務事業収入

          出版物事業収入

          広告料事業収入

          講師料事業収入

          賛助会員会費収入

Ⅰ　事業活動収支の部

        基本財産運用収入

  １．事業活動収入

 　　 （特定資産運用収入合計）

          特定資産利息収入

        特定資産運用収入

     （ 基本財産運用収入合計）



予算額
a

前年度予算額
b

増 減 額
a－b

備　　考

（単位：千円）

科        目

１９,４２０ １９,３８０ ４０

０ ０ ０

２,６４０ ２,６３０ １０

１１０ １００ １０

２００ １５０ ５０

６００ ６００ ０

３７０ ３８０ △　１０

５０ ５０ ０

２００ ２００ ０

８０ ８０ ０

１,２００ １,２２０ △  ２０

２,２６０ ２,２６０ ０

８７０ ８７０ ０

１５０ ２１０ △　６０

１,１００ １,１２０ △　２０

３,５９０ ３,５９０ ０

６７０ ６７０ ０

３,５２０ ３,４９０ ３０

５００ ４７０ ３０

(３７，５３０) (３７，４７０) (         ６０)

１０９,４５０ １０７,２００ ２,２５０

△ ４，５５０ △ ２，５００ △ ２，０５０

２,０７０ ０ ２,０７０

(  ２，０７０) (         ０) (　２，０７０)

２,０７０ ０ ２,０７０

１,５２０ １,６００ △ 　８０ 　（注）１

(  １，５２０) (　１，６００) (　　△　８０)

１５０ ３００ △ １５０

(      １５０) (      ３００) (    △１５０)

１,６７０ １,９００ △ ２３０

４００ △１，９００ ２,３００

０ ０ ０

０ ０ ０

０ ０ ０

５００ ５００ ０

△４，６５０ △４，９００ ２５０

５,２４０ １０,１４０ △４，９００

５９０ ５,２４０ △４，６５０

(注) １．役職員の退職慰労金・退職金の支給に備えるため、退職金支給規程に基づく期末要支給額を

Ⅲ　財務活動収支の部

　　　（固定資産取得支出合計）

        次期繰越収支差額

          投資活動収支差額

        投資活動支出計

        財務活動支出計

  ２．財務活動支出

        財務活動収入計

  １．財務活動収入

        前期繰越収支差額

        当期収支差額

Ⅳ  予備費支出

          財務活動収支差額

        　什器備品購入支出

        固定資産取得支出

        退職給付引当資産取得支出

        特定資産取得支出

  　　（特定資産取得支出合計）

  ２．投資活動支出

        投資活動収入計

  １．投資活動収入

Ⅱ　投資活動収支の部

　　　　特定資産取崩収入

　　　　退職給付引当資産取崩収入

　　　（特定資産取崩収入合計）

          事業活動収支差額

        事業活動支出計

          雑費

          租税公課

　　　（管理費支出合計）

          清掃費

          賃借料

          水道光熱費

          研修会議費

          諸会費負担金

          図書新聞費

          用紙印刷費

          事務用品費

          交際接待費

          什器備品費

          通信費

          旅費交通費

          役員会議費

          福利厚生費

          法定福利費

          報酬・給料手当

　　　　　退職給付

        管理費支出

　　　　 計上している。
　　 ２．借入金限度額　5,000,000円


